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エアコンの使用を主とした熱中症対策
令和8年9月定例会｜該当テーマの発言のみを収録。質問・答弁・再質問の順序と文言を維持しています。

この資料は正式会議録から「エアコンの使用を主とした熱中症対策」に関係する発言をテーマ別に抜粋したものです。省略部分は他テー
マの発言です。

○１０番（崎尾亮介） ［登壇］

まず、エアコンの使用を主とした熱中症対策について質問します。今年度日田市は観測史上を初、九州におきましても初めて４０
度を観測しました。これは、年々気温が多少上下しつつも穏やかに確実に上昇している顕著な例です。私の夏場の会話一つとって
も始まりは今日も暑かったですね、がほぼ定着しつつあります。こうした全国ニュースで報道されるほどの記録的な暑さの裏には、
熱中症の危険、時には命を脅かす危険が存在します。今年度も日田市は８月２５日時点での猛暑日は４５日となり全国最多であり
ました。

このことから、日田市は年間を通して冷房を必要とする時間、日数の多さも想像に固くありません。そのことを踏まえて、私は過
去に何度か熱中症に対する一般質問を行い、熱中症対策の先進地であってほしいと、私自身の思いを述べさせてもらっています。

その中で、今回は特に熱中症による死亡リスクが高く経済面や加齢など、本人の努力だけでは解決しにくい要因を抱える高齢者に
注目し、家庭内で冷房を確保し、必要なときに実際に使用できる環境づくりについてお伺いします。

令和８年度の日田市高齢者エアコン設置支援事業の相談、申請、交付決定、設置の状況についてお示しください。また、現在の制
度では使用可能なエアコンが１台あれば対象外となりますが、居間には設置されていても長時間生活する部屋や寝室に冷房設備が
ないなど、熱中症予防の観点からは十分な冷房環境が確保されていない世帯も考えられます。こうした現在の制度の対象外に残る
家庭内の冷房環境について、市はどのように認識しているのかお示しください。

○福祉保健部長（髙倉 彰） ［登壇］

私からは、エアコン使用を主とした熱中症対策についてお答えいたします。

まず、高齢者エアコン設置支援事業の、令和８年度の申請交付等の実績についてでございます。本事業は、近年、夏の猛烈な暑さ
が状態化する中、高齢者の熱中症による健康被害の防止等を目的として、エアコンのない住宅に居住する高齢者のいる市民税非課
税世帯に対し、エアコンの購入及び設置に係る費用の一部を助成するものでございます。

令和８年８月末時点での実績を申し上げますと、８６世帯からの申請を受け付け、審査中が１件、内容を審査した結果、対象要件
に適合し、交付決定に至った世帯が７７件、要件に合致せず不交付となった世帯が８件となっております。対象要件に適合した世
帯につきましては、交付決定を行い、設置の完了が確認された世帯から順次補助金の支給を行っているところでございます。

続きまして、高齢者エアコン設置支援事業の対象外となった世帯の状況把握についてでございます。議員御案内のとおり、お問合
せをいただく中では、自宅に使用可能なエアコンが１台あるものの、別の部屋にも付けたいという御相談もございます。

また、今年度実施いたしました民生委員やケアマネジャー等福祉専門職のアンケートでは、複数の部屋へエアコンの設置を望む声
や、高齢者本人がエアコンの風が苦手なため設置を希望しないケースなど、様々な世帯の状況も確認しております。こうした世帯
に対しましては、ケアマネジャーや地域補括支援センター等の支援者と連携し、日中はエアコンのある部屋で過ごすことや、就寝
時の対策を講じるなど、自宅内での適切な過ごし方についてきめ細やかな情報提供や助言、積極的な声かけに努めており、こうし
た取組を継続していくことが重要であると考えております。

私からは以上でございます。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

まず、エアコンを主とした熱中症対策について再質問させていただきます。

現在８６件申請されて７７件交付されたということですが、昨年度から継続して実施している高齢者エアコン設置事業に関しては、
経済的な理由によりエアコンの設置ができない高齢者世帯に対して、非常に手厚い熱中症対策であると私自身は考えています。



一般質問｜議事録 令和8年9月定例会

正式会議録からのテーマ別抜粋 2

一方、猛暑は今年度限りの問題ではなく、今後も継続して対応する必要があると思います。今年度の実績や対象外となった、先ほ
ど相談もあったということでしたが、世帯の状況等を検証した上で、今年度と同じ高補助率をそのまま継続するだけでなく、補助
率や上限額を調整しながら対象を広げる方法も検討する必要があると考えています。

例えば、静岡県焼津市では、エアコンがない場合だけでなく、補助率を下げた上で２代目の補助を対象としております。詳細はタ
ブレットの資料２に記載しております。こうした他自治体の制度も参考にしながら、経済的な理由によって十分な家庭内冷房環境
を確保できない高齢者等への支援を、継続的な熱中症対策のセーフティーネットとして位置づけ、補助率や対象範囲を含めた今後
の支援制度を検討する考えはないか、お伺いします。

○福祉保健部長（髙倉 彰） ［答弁］

高齢者エアコン設置支援事業につきまして、事業の継続、また対象要件の拡大等についてでございますけれども、高齢者の熱中症
予防の観点から、本事業については必要な取組であるというふうに考えております。今後、来年度の事業の実施ということになろ
うかと思いますけれども、今年度の申請等の実績や、また相談内容等を踏まえまして、補助要件についても今後検討してまいりた
いというふうに考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

今年度と継続した同額規模ではなくても、予算規模を縮小してでも、セーフティーネットとして、今後エアコンが仮に壊れたり、
そういったことも考えられるので、検討していただきたいと思います。

次の質問に参ります。国立環境研究所等筑波大学の研究では、熱中症リスクの高い高齢者への対策として、エアコンを保有してい
る世帯には電気代の補助をすることを想定とし、その費用対便益を分析しています。こうした研究を踏まえ、私はエアコンを設置
するだけでなく、必要なときに実際に使える環境まで含めて、熱中症対策を考える必要があると考えています。

実際に、江戸川区では高齢者のエアコン使用による電気代を約７,０００円と見込み、国の電気料金支援による約２,０００円の軽
減を踏まえた上で、７５歳以上の高齢者がいる世帯に５,０００円の給付をしています。また、品川区でも国の電気料金支援が行わ
れる機関と重ねて、区独自の支援を実施し、エアコンの使用抑制による熱中症リスクの低減を目的の一つとしています。詳細は資
料の２、３に記載しています。

このように、国の電気料金支援があることをもって十分とするのではなく、自治体が熱中症対策として必要な部分を補完する事例
もあります。日田市においても、特に熱中症リスクが高く、経済的な理由によってエアコンの使用を控える可能性がある低所得高
齢者等を対象に、国の支援で附属する部分を補う夏季の電気代支援を、先ほどは今後検討していくということでしたけど、電気代
について熱中症対策として検討する考えはあるのかお伺いします。

○福祉保健部長（髙倉 彰） ［答弁］

高齢者に対して電気代の補助等についてでございます。先ほど登壇でも申し上げましたとおり、民生委員やケアマネジャー等の福
祉専門職の方のアンケートの中でも、電気代が気になりエアコンの使用を控えている方がいらっしゃるということは認識しており
ます。

そのため、エアコンの適切な温度設定や電気代を抑える工夫として、エアコンの風を扇風機などで循環させ、効果的にエアコンを
使用するための周知啓発などが必要であると考えまして、昨年度の高齢者エアコン設置支援事業でエアコンを設置した世帯に対し
て現在、職員が個別に訪問をしまして、適切なエアコンの使用等を含めた熱中症予防について呼びかけを行っているところでござ
います。

なお、議員御質問の電気代の補助についてでございますが、高齢者の経済的負担の軽減につながるものではあるというふうに考え
ますけれども、限られた財源の中で継続的な事業として実施していくのは、非常に困難であるというふうに考えておりまして、現
時点では電気代に対する補助を新たに実施することについては考えておりません。

ただ、先ほど申し上げました高齢者の熱中症予防については、引き続き節電しながら適切にエアコンを使用する工夫などについて、
周知啓発等については積極的に行ってまいりたいというふうに考えております。
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○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

しつこく補助についてお伺いしたんですけれども、令和６年の全国の熱中症による死亡者は２,１６０人でした。一方、同年の交通
事故死者数は２,６６３人であり、統計の取り方に異なることはあるんですけども、いずれも年間２,０００人程度命が失われてい
る規模です。交通事故については、長年にわたり一人一人が注意しましょうという啓発だけに頼るのではなく、道路整備、交通規
制、商流、車両の安全性能の向上など、事故が起きにくく、起きても死亡につながりにくい環境を社会全体でつくる取組が積み重
ねられてきました。

その一例として、昨日、１６番議員の質問にも上がりました中央線のない生活道路について、自動車の法定速度が時速６０キロか
ら３０キロに下げられたことも、昨日お知らせしていただきました。これは運転者に注意を求めるだけでなく、死亡事故等のリス
クを低減するため、社会の側が制度そのものを変える取組であると考えます。熱中症についても同様に水分をとりましょう、エア
コンを使いましょうと、本人に注意を求めるだけでなく、その行動を実際にとることができる環境を整えていく必要があります。

特に高齢者については、所得の問題、住宅にエアコンがない、必要な教室に冷房設備がない、電気代を心配して使用を控える、加
齢により暑さを感じにくくなる、暑さを避けるため公共施設等へ移動することが難しいなど、本人の注意や努力だけでは解決でき
ない要因があります。

私は、熱中症対策についても、交通安全と同じように、本人の自己管理を求めるだけでなく、死亡につながる要因を一つずつ、社
会の側が取り除き、死亡リスクそのものを下げていく段階に来ているのではないかと考えています。市として、熱中症を個人の自
己管理だけに委ねる問題ではなく、交通安全と同様に、社会全体で死亡リスクを下げていく安全対策として捉えることについての
見解をお伺いします。

○福祉保健部長（髙倉 彰） ［答弁］

熱中症対策の社会全体で進めていくことについてのということでございます。熱中症対策は、市民一人一人が熱中症に対する正し
い知識を持つとともに、家庭や学校、事業者など、議員御指摘の社会全体で取り組んでいくことが重要であるというふうに認識し
ております。そのため、市としては様々な機会を通じた予防や啓発活動などを行っておりまして、具体的な例等を申し上げさせて
いただきますと、まず予防や啓発としては市民への正しい知識の副啓発として、広報ひたや市公式ＳＮＳなどを活用して、熱中症
の予防方法や暑さ指数に応じた行動などについて、情報発信をしているほか、熱中症予防教室として高齢者教室などで予防啓発を
行っております。

また、危険な熱差から身を守るためということでは、公民館や行政関連施設、また事業者にも御協力をいただきながら、民間施設
などを涼みどころとして案内する熱中症一時休憩所を設置しております。令和８年の８月時点で、１０４か所設置をしております。
そのほか、熱中症弱者に対する取組ということで、高齢者や障がいのある方などに対して支援や声かけが必要な方については、地
域包括支援センターや相談支援事業所等の関係機関と連携し、冷房を適切に使用することや、小まめな水分摂取について声かけの
強化を図っているところでございます。

また、市内の企業の取組でございますけれども、市内企業の中には地域貢献活動として、令和２年度から市内小中学校に対して熱
中症対策の飲料用の氷を提供いただいております。また、さらに学校に対して熱中症予防の啓発のパンフレット等も寄贈をいただ
いているところでございます。

繰り返しになりますけれども、私どもとしても社会全体で取り組むべきものだというふうに考えております。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

先ほどの氷の提供は、先日私どもも経験することがありま──某企業から氷を提供されて、すごく社会全体として、一つの取組と
して、今、言葉でいただいて認知したところでございます。

私、散々補助補助と言ってきたんですけども、先ほどおっしゃるように財源のことも当然理解しております。その上で、熱中症に
よる死亡リスクを社会全体で下げていくためには、市町村ごとの取組ではなく、県や国を含めた継続的な制度として対策を進める
必要があると考えています。

特に家庭内の冷房環境の確保や経済的な理由でエアコンの使用を控えたり、使用控えの対策は今後毎年必要となる可能性が高く、
自治体が単独で公共的に負担することには限界があると考えています。

市としてエアコンの設置や必要な増設、夏季の電気代負担の軽減などについて、国や県に対し公共的な制度や財政支援として位置
づけるよう、国や県に働きかけていく考えはないのか、お伺いします。



一般質問｜議事録 令和8年9月定例会

正式会議録からのテーマ別抜粋 4

○福祉保健部長（髙倉 彰） ［答弁］

国や県への働きかけについてでございます。まず、電気料金の負担軽減についてでございますけれども、熱中症対策のみの対応と
いうことではございませんが、国に対しては本年６月の全国市長会におきまして、エネルギー価格高騰の継続強化を要望事項とし
て掲げ、電力、ガス等のエネルギー価格の高騰の長期化は、家計や地域経済に多大な影響を及ぼしていることから、燃料の激変緩
和措置の継続を含め、総合的な負担軽減を実施することを国に要望しております。

また、国においては、御案内のとおりかと思いますが、７月から９月使用分の電気、ガス料金については、現在支援が行われてい
るという状況でございます。また、国の熱中症対策実行計画においては、熱中症対策を特定の分野だけの取組とするのではなく、
関係機関がそれぞれの役割に応じて、総合的に取り組むこととされております。

また、大分県においては、今年度からではございますが、熱中症対策を一過性の取組にとどめることなく、県民に継続的な対策を
定着させるとともに、熱中症予防の機運醸成を図ることを目的としまして、大分県熱中症対策健康会議が開催をされております。
その中では、熱中症対策に係る情報提供なりが行われているところでございます。

本市としましては、引き続き国や県の取組や動向を注視しながら、市民への熱中症予防の啓発や関係機関との連携など、必要な対
策に取り組んでまいります。また、必要に応じて国、県への働きかけについても考えてまいりたいと思います。

○１０番（崎尾亮介） ［再質問］

熱中症対策、私の考えは恒久的かつ体系的に取り組むべきものと思っております。特に日田市は、登壇でも申したように、熱中症
の危険度がすごく高いところであります。今回は、熱中症による死亡リスクが高く、経済面で移動能力など本人の努力だけでは解
決しにくい要因を抱える高齢者を中心に質問いたしました。

一方で、熱中症は高齢者だけの問題ではありません。ラグビーの選手のサイモニ・ヴニランギ選手が、２６歳で熱中症により亡く
なった事例もあり、若く体力のある人であっても重症化する可能性があります。

全国では、クーリングシェルターなど、暑さを避けるための公共施設等を活用する取組も進められておりますが、先ほどの答弁に
もありましたが、日常的な熱中症対策を考えたとき、自宅そのものを安全に、暑さを避けれる場所にしていくことが重要だと考え
ております。今回取り上げたエアコンの設置や電気代支援の一つの補助制度としてではなく、熱中症による死亡リスクを社会全体
で避けていくための生活環境整備の一つとして捉える必要があると私個人では考えております。

まずは、リスクの高い高齢者への対策を着実に進めながら、その考え方を一部の世代だけでとどめるのではなく、市民全体が安全
に夏を過ごせる熱中症対策へ広げていっていただきたいと考えています。そして、暑さの厳しい日田市だからこそ、熱中症を個人
の自己管理だけに委ねず、社会全体で死亡リスクを下げていく取組を積み重ね、その経験や成果を市内にとどめることなく、熱中
症対策の先進地として広く発信していただき、最終的には社会全体が経済損失を抑えながら、より効果的な熱中症対策を講じるこ
とを期待しております。


